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1. はじめに 
1.1. 都市の課題について 

けいはんな学研都市の発展を支え、都市の中核的な機能を担ってきた『精華・西木津地区』

には住宅施設、商業施設及び文化学術研究開発施設や研究開発型企業が多数集積し、現在、人

口約 21,300 人（約 7,700 世帯）、立地企業数 59 社、就業者数約 4,000 人にのぼっている。一

方では、平成 6 年の都市びらきから 25 年余りが経過するなかで、住民の高齢化が進展するな

ど、色々な課題も出てきている。 
 
(1) 生活者（住民・来訪者）の視点 

クラスター型開発により整備された郊外型住宅地である本区域は、最寄り駅までのアクセ

ス道路が整備されているものの、路線バスで 10～20 分程度要するとともに、丘陵地のた

め坂道が多いことから、徒歩や自転車による移動よりもマイカーや路線バスによる移動が

主となっている。今後はバス事業者の運転手不足といった問題も予想されることから、高齢

者等交通弱者の災害等緊急時を含めた移動手段の確保、スマートで安心・安全、快適な生活

が営める環境を整えていく必要がある。 
 

 (2) 就業者・立地企業の視点 
住民の増加、立地施設の集積に伴って、通勤や出張等での本区域への来訪者が増加してい

る。通勤については、最寄りの鉄道駅（近鉄新祝園駅・JR 祝園駅、近鉄けいはんな線学研

奈良登美ヶ丘駅）からの路線バスの効率的・効果的な運行が必要となっている。また、出張

等では、けいはんな学研都市の特徴から国内外各地から京都駅や大阪駅、関西国際空港とい

った主要ターミナルからの直行高速バスによる快適で時間を有効に活用できるサービスな

どが求められている。 
 

 (3) 都市の管理者の視点 
 持続可能な都市サービスを提供しグローバルなオープンイノベーションを促進する都市

づくりを進めるためにも、分野横断的で効率的な方法により行政コストの軽減を図ること

が必要である。 
 
1.2 コンソ―シアムについて 

けいはんな学研都市では、地方自治体、民間企業、商工会関係者で構成された「スマートけ

いはんなプロジェクト推進協議会」を 2019 年に組成し、精華・西木津地区をフィールドとし

てスマートシティ実現に向けた施策を産・官・学連携により推進してきた。 
本実証においては、スマートけいはんなプロジェクト推進協議会を母体としつつ、当該協議

会メンバーである一般社団法人京都スマートシティ推進協議会、ダッソー・システムズ株式会

社・エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、ミツフジ株式会社及び京都府を中心

に官民連携で推進体制を構築し、事業の遂行にあたる。
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2. 目指すスマートシティとロードマップ 
2.1. 目指す未来 

(1) 誰もが安心・安全に暮らせる都市 
・ 高齢化社会にあって、電気自動車（ＥＶ）等の導入により都市内交通の充実を図り、高齢

者等の自立生活を支援する。また、ＡＩデバイスシステムの導入により、健康相談、食事

管理等の生活支援により、健康寿命の延伸を図る。 
・ 人口減少社会においても、にぎわいや潤いのある空間を創出するため、電気自動車（ＥＶ）

等の 導入を契機として、多世代・多文化交流機能を充実させ、快適で活気に満ちた都市を

つくる。 
・ 全国で多発する集中豪雨や地震などの災害に強く、事故や犯罪の発生にも対応した、誰も

が安心して安全に暮らせる都市をつくる。  
 

(2) 新しい産業が絶え間なく創出されるイノベーション都市 
・ けいはんな学研都市へのアクセスの向上や都市内交通の整備等を通じて、通勤・就業環境

の充実を図り、企業間の交流や高度外国人材の受入を促進することにより、グローバルな

オープンイノベーションの拠点都市をつくる。 
・ 人口減少社会においても、にぎわいや潤いのある空間を創出するため、電気自動車（ＥＶ）

等の導入を契機として、多世代・多文化交流機能を充実させ、快適で活気に満ちた都市を

つくる。 
・ スマート化に際しては、ユニバーサルデザインおよび多言語対応を基本とすることにより、

障害者や外国人が快適に居住・滞在できる環境を整備する。 
(3) 持続可能で「誰一人取り残さない」都市  

スマートけいはんな
プロジェクト推進協議会

京都府

一般社団法人
京都スマートシティ推進協議会

ミツフジ
株式会社

ダッソー・システムズ
株式会社

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
株式会社

代表

精華町 京都府立医大
連携

申請主体
本事業推進主体
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・ 電気自動車（ＥＶ）等の導入により、ＣＯ２や大気汚染物質の排出削減を図る。また、Ｅ

Ｖ等搭載 蓄電池を非常用電源として活用するとともに、ＥＶ等不使用時には電力システ

ムに組み込み、需要側での電力抑制やそのシステムを一つにまとめた仮想発電所の制御に

活用する。  
・ 通勤、買物、通院等の移動手段のマイカーから公共交通機関への転換を促進し、ＣＯ２や

大気 汚染物質の排出削減、駐車場スペースの削減による土地の有効活用、交通事故の削

減等を図る。 
・ スマート化に際しては、ユニバーサルデザインおよび多言語対応を基本とすることにより、

障害者や外国人が快適に居住・滞在できる環境を整備する。 
 

2.2. 本計画全体のロードマップ 
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2.3. KPI 
課題 KPI 目標 
①高齢化社会での自立

生活を支援 
■高齢者のコミュニケーション・

見守りの仕組み 
a)AI デバイス利用登録者世帯 
b)地域健康ポイントによる高齢者

の外出機会創出 

       【2023 年度末】 
 
a)全世帯の 10％がAIデバイスを

活用 
b)高齢者世帯の 3％が地域健康ポ

イントを獲得 

②イノベーションの推

進、新たな産業の創出・創

発 

a)企業の就業者のマイカー通勤率 
b)地域住民の移動における自動車

負担率（買物） 
c)CO2 排出量 

       【2023 年度末】 
 
a)現状 40％から 35％に転換 
b)現状 81％から 70％に転換 
c)-327t/年の削減 

③持続可能で安心・安

全な都市づくり 
■EV 活用等による非常時のエネ

ルギー供給 
a)地域の防災拠点等の防災力強化 

       【2022 年度末】 
 
a)1 箇所の設置 

■電柱等に設置した宅配ボックス

の設置 
b)地域への宅配ボックスの設置

（実証） 

       【2020 年度末】 
 
a)3 箇所の設置 

■停電時の拠点施設の電源確保 
a)地域の防災拠点等の防災力強化 

       【2022 年度末】 
 
a)1 箇所の設置 

■防災サービス高度化 
a)避難誘導のパーソナライズド化

を通じた防災意識向上 

       【2023 年度末】 
a)避難誘導訓練等の実施を通じ

て、取組みを有用と感じる住民の

割合 70％以上 
■地域課題解決へのデジタルツイ

ンの活用 
a)防災・交通・健康に係るユースケ

ースの創出 

       【2023 年度末】 
 
a)累計 12 件のユースケース創出 
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2.4. 本計画の見直しについて 
本コンソーシアム及び本計画については、令和 5 年 6 月 30 日に国土交通省の令和５年度スマ

ートシティに関するハンズオン支援地区として決定され、先進事例等の知見を有した国土交通省

職員からコンソーシアムの検討に対する助言や情報提供等の支援（ハンズオン支援）を受けてい

る。 
ハンズオン支援を受ける中で「実証実験から社会実装にシフトすべき。実装にシフトしたコン

ソーシアムの体制づくりに取り組むべき」等の助言を踏まえて、本コンソーシアムでは実装にシ

フトした体制の検討と実行計画の見直しを行っており、「基礎自治体、または京都府が課題だと考

えている事と企業の事業を擦り合わせながら取捨選択することが必要。計画の更新にあたっては、

残す部分と変更する部分の整理を行ったうえで、体制・役割について議論が必要。今後、新しく

出てくる都市課題に対する解決策を検討できる枠組みも残しておくことが大切。対象地域につい

ては、「けいはんな学研都市のその他地域」への横展開に関する考え方を盛り込みたい。」等の意

見を整理した。 
また、こうした意見をベースに「実行計画については、既存事業を取捨し、実行計画を期間延

長する形で変更。R7 以降、次期学研都市 10 カ年計画を踏まえた見直しや、新たな都市課題への

対応・横展開に必要な対象区域拡大等のための必要な見直し・検討。体制については、基礎自治

体（課題）と企業（技術）をすり合わせ、WG を組成して取り組む。府は適時に把握や支援で関

わる。基礎自治体内では企画部局が原課（課題解決メリット）調整する。」との骨子案をまとめた

ところ。 
 

（参考）新しい体制・役割の検討案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



  

6 
 

（参考）新しい体制・役割案を反映させた実行計画の構成の検討案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3. 実証実験の位置づけ 
人口減少社会やライフスタイルの変化等に加えて、新型コロナウィルス感染症の度重なる流

行によりwithコロナを前提とした暮らしを想定する必要があるなど、目標設定当初より外部環

境に大きな変化が生じている。 

実証フィールドが位置する精華町及び木津川市における地理的リスクに目を向けると、同エ

リアにおいては、想定最大規模降雨が発生した場合、河川（木津川）の氾濫により最大5m以上

の浸水が予測されている。また、域内の1,000人当たり病床数が7.1床、医師数が1.2人と、いず

れも全国平均と比較して5割程度低く、医療的資源が不足している地域でもある。 

今後、域内人口の一斉高齢化が進み、かつ、気候変動の激化が予見されるところ、水害が発

生し、逃げ遅れ等により多数の負傷者が発生した場合、医療的資源の不足から十分な対処を講

じることができない可能性がある。こうした課題に対して、テクノロジーを活用し、発災時の

迅速な避難及び関係者間での情報共有を可能とするなど、被害を最小限に留めるための取組を

加速させる必要がある。また、新型コロナウィルス感染症の拡大により、避難所においても対

策を講じる必要が生じている。その中で、避難対象者に割り当てる滞在スペース間の距離を拡

大する必要があるところ、結果として避難所あたりの収容可能人数が従来よりも減少し、既存

の避難所だけでは避難対象者を収容しきれない、という新たな課題が生じている。 

以上の課題への打ち手として、スマートけいはんなプロジェクト推進協議会において、デジ

タルツインを活用した防災サービスの高度化に向けた取組みを進めてきたところ、実証実験を

通じてサービスの有用性は明らかにすることができた一方、デジタルツインの維持運用に係る

コスト面の課題も確認され、ユースケースの拡大によるコスト分散を図っていくことが必要な

状況となっている。 

こうした状況を踏まえ、本実証実験では、デジタルツインを活用したユースケースの拡大を
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目指し、平時の都市課題に着目した取組を行う。具体的には、デジタル田園都市国家構想推進

交付金事業(デジタルTYPE２)として令和５年度より本運用を開始する「けいはんなサステナブ

ルスマートシティ」事業と連携し、同事業で取組を進める住民の健康行動の促進×賑わい創出

事業（以下、「スマートライフサービス」という）、及びこれらを通じて蓄積する都市生活デ

ータ分析について、デジタルツインを活用し更なる高度化を図ることとする。 

 

3.1. 本実証実験で着目する都市課題・都市将来像と実証実験の目的 
本実証実験のフィールドとなる精華・西木津地区の大部分を行政区画として所掌する精華町

は、令和 5 年度（2023 年度）から 10 年間の計画となる「精華町第 6 次総合計画」を策定し、

10 年後のまちの将来像として「人がつながり夢を叶える学研都市精華町」を掲げている。ま

た、その将来像を実現するための理念の一つとして「誰もが健やかに暮らせる安全・安心のま

ち」を定め、健康づくりに係る取組みとして、拠点施設整備や情報発信等に加えて、住民の主

体的な健康づくりの促進を目指すこととしている。 
また、第３期精華町健康増進計画を令和５年３月に策定し、運動・身体活動等に係る目標値

を定め、健康まちづくりに向けた取組みを一層促進していくこととしている。 
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精華町第６次総合計画・第３期精華町健康増進計画より抜粋 
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精華町第６次総合計画・第３期精華町健康増進計画の位置付け 
 

具体的な取組の推進にあたっては、平成 25 年６月より全庁的な健康づくり運動として開始

された「せいか３６５活動」を通じて、関係部局及び健康づくり推進関係団体・地域と連携・

協働し、住民・地域・行政などが一体となって健康づくりの取組を進めることとしている。 
一方で、せいか３６５活動のうち、市民参加型の取組みとなる「せいか３６５プロジェクト」

への住民参加者数（１年あたりの延べ人数）は 1,884 人にとどまっており、第３期精華町健康

増進計画における目標値として定めた 15,000 人の達成に向けては、参加者の大幅な増加が課

題であり、従来の取組みの枠を超えた新たな試みが必要となる。 
特に、第３期精華町健康増進計画の策定にあたって実施した住民調査等の結果として、20 歳

代女性・30 歳代男性・50 歳代男性等でせいか３６５プロジェクトを「知らない」と回答した

割合が多く、また、せいか３６５プロジェクト参加者においても男性・働き盛り世代が少ない

傾向が確認されており、こうした世代への周知や参加者の増加が課題であり、若年層や働き盛

り世代への新たなアプローチを行う必要がある。 
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第３期精華町健康増進計画より抜粋 
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こうした精華町の状況を踏まえ、令和３年度補正デジタル田園都市国家構想推進交付金デジ

タル TYPE２において採択を受けた「けいはんなサステナブルスマートシティ事業」において

は、精華町の取組みとの連携・加速を図る趣旨から、特に健康推進施策への参加度が少ない男

性・働き盛り世代などの健康無関心層への新たなアプローチとして、公設民営型の事業である

スマートライフサービスを通じたインセンティブ（歩数に連動した民間主導のポイント発行）

の提供による行動変容を促していくことを目的の一つとしている。 
本実証実験においては、デジタルツインのユースケース拡大に向けて、「けいはんなサステナ

ブルスマートシティ事業」と連携し、精華町における健康まちづくりの取組みへの貢献が可能

かを検証する。具体的には、スマートライフサービスを通じて実施する各施策(ウェラブルデバ

イス×インセンティブ×サイネージ・Beacon)について、デジタルツインを活用したデータ分

析による高度化が可能かを検証する。 
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デジタル田園都市国家構想推進交付金事業と国土交通省スマートシティ実装化支援事業の関係 
 
3.2. 実証実験を行う技術・サービスのロードマップ内の位置づけ 

本計画の取組⑪のロードマップのうち、健康に係るユースケース開発を行う。ユースケース

開発にあたっては、精華町第 6 次総合計画・第３期精華町健康増進計画及びスマートライフサ

ービスの取組みとの整合を考慮し、本年度内に有用性検証を行うとともに、社会実装に向けた

検討課題の抽出を行うこととする。また、本計画の見直しのなかでもロードマップの位置づけ

を計画している。 
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3.3. ロードマップ達成に向けた課題及び課題解決に向けた本実証実験の意義・位置づけ 
日常のバイタルデータ・行動データをインプットとして、健康の観点からデジタルツインを

活用したデータ分析／シミュレート・施策検討を行う取組みは例がなく、本実証を通じてその

有用性を明らかにするとともに、ユースケースの拡大を検討する。また、社会実装に向けて、

スマートライフサービスそのものの有用性に係るエビデンスをより具体化していく中で改善

策の実装とともにデジタルツインの機能向上を図り、スマートライフサービスの広域展開（他

自治体への導入）の促進を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4. 実験計画 
4.1. 実験計画の全体像 

けいはんなサステナブルスマートシティ事業として住民向けに展開する「スマートライフサ

ービス」と連携し、ウェラブルデバイスを通じて収集する住民バイタル・行動データをデジタ

ルツイン上でデータ分析・シミュレートし、健康・にぎわい促進の観点からより望ましい行動

変容を促す施策の効果検証を行うなど、施策の高度化を図る。これにより、デジタルツインの

2023年度 2024年度 2025年度～

住民向けサービス運用・改善

デジタルツイン
分析環境構築

データ分析・施策改善
～効果検証

展開地域拡大

デジタルツイン
機能向上 社会実装へ

改善策実装
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ユースケースの創出を目指す。 
 

 
4.2. 実験で実証したい仮説 

精華・西木津地区が抱える課題の一つである「健康無関心層に対する健康行動の促進」への

アプローチ施策(ウェラブルデバイス×インセンティブ×サイネージ・Beacon)に対して、デジ

タルツインを活用したデータ分析・シミュレーションによる高度化が可能かを検証する。 
目標達成の観点（初期仮説）： 

 スマートライフサービスを介した住民への健康への寄与度の可視化        

（レコメンド実施による移動経路・移動量の変化の可視化等） 
 住民の移動経路の可視化を通じた以下の検証 

例：平時における住民へのタッチポイントの特定（施策プロモ―ション等） 
住民の移動経路とハザード情報の重ね合わせによる、より安全な行動経路の推奨 

 上記を通じたスマートライフサービスの有用性の立証及びデジタルツインによる分析

価値（施策効果の可視化）の具体化（ユースケースの創出） 
4.3. 実験内容・方法 

「スマートライフサービス」で利用するウェラブルデバイスを介して蓄積・収集する住民の

バイタル・行動データをデジタルツインに連携し、上記 4.2 で示した事項を初期仮説としてデ

ジタルツイン上でデータ分析を行うとともに、スマートライフサービス運営事業者及び基礎自

治体と連携しながら、有効な分析手法やデータ構造上の課題の有無を調査し、社会実装に向け

て必要となる具体的な改修点及びアクション事項を具体化する。 
 

4.3.1. 本実証に用いるデジタルツインの範囲 
過年度実証において構築した「けいはんなデジタルツイン」の 3D 都市モデルを活用するこ

ととし、下図を実証の範囲とする。 
なお、住民の行動データの性質上、自動車や鉄道などを利用した遠距離（例えば大阪や東京）

の移動データも含まれるが、データの分析・可視化の対象は原則として下図の範囲とする。 
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本実証で活用するデジタルツインの範囲（赤枠） 
 

 デジタルツイン上で蓄積・管理されているデータ 
 ハザードマップデータ 

 木津川の洪水浸水想定区域図 
河川管理者（国土交通大臣、都道府県知事）が作成した洪水最大浸水想定区域図を、

浸水深ごとのポリゴンデータとして整備したオープンデータを使用する。「国土数値

情報ダウンロード」サイトよりダウンロード。 
参照 URL：  
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-A31-v2_2.html#prefecture86 
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木津川の洪水浸水想定区域と避難所データ 

 
 煤谷川、遠藤川、山田川、井関川の洪水浸水想定区域図 

煤谷川、遠藤川、山田川/井関川の洪水最大想定区域図を、浸水深ごとのポリゴンデ

ータとして整備したオープンデータを使用する。「京都府土砂災害警戒情報」サイト

よりダウンロード。 
参照 URL（煤谷川）：  
https://d-keikai-g.pref.kyoto.jp/OpenDataDownload.aspx?id=1049 
参照 URL（遠藤川）：  
https://d-keikai-g.pref.kyoto.jp/OpenDataDownload.aspx?id=1042 
参照 URL（山田川/井関川）：  
https://d-keikai-g.pref.kyoto.jp/OpenDataDownload.aspx?id=1050 

 
煤谷川・遠藤川・山田川の洪水浸水想定区域 
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 土砂災害警戒区域図 
「京都府・市町村共同統合型地理情報システム（ＧＩＳ）」サイトの土砂災害警戒区

域等情報マップを使用。土砂災害特別警戒区域（急傾斜・土石流）、土砂災害警戒区

域（急傾斜・土石流・地すべり）の 5種類のポリゴンデータをダウンロード。  

https://g-kyoto.gis.pref.kyoto.lg.jp/g-kyoto/OpenData?mids=706&pno=1 
 

 土砂災害警戒区域以外の土砂災害リスクのあるエリア 
前述の土砂災害警戒区域以外に土砂災害のリスクのある地点として、精華町の地形

を基に 0 次谷※の抽出を行い、これを斜面崩壊リスク地として土砂災害警戒区域の

ポリゴンデータと統合。  
※0 次谷：常時表流水のない谷型の地形を指し、地形変動のリスクが高い地域。 

 
土砂災害リスクのあるエリア 

 
 ため池浸水想定区域図  

精華町（事業部産業振興課）が作成した町内のため池の浸水想定区域図を使用。  

 
ため池浸水想定区域 
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 人流データ 

 モバイル空間統計 
NTT ドコモが提供する「モバイル空間統計」を使用。これは NTT ドコモ利用者の

みのデータではなく、データの補正・推計を行うことによって、他社の携帯電話利

用者や携帯電話を利用していない人のデータも反映するものである。時間帯ごとの

男女別、年代別の人の移動を把握することができる。 
 

 避難所データ 
 避難所の位置、対応災害種別、収容人数、階数の情報 

「京都オープンデータカタログサイト」よりダウンロードした避難所オープンデー

タ（含：避難所の位置、収容人数）と、京都府 HP の避難施設カルテよりダウンロ

ードした避難所オープンデータ（含：対応災害種別、建物の階数）を統合したデー

タを使用。 
参照 URL（京都オープンデータカタログサイト）：  
https://data.bodik.jp/dataset/260002_shelter 
参照 URL（京都府 HP 避難施設カルテ）：  
https://www.pref.kyoto.jp/hinan/yamaminami.html#seika 
 

4.3.2. 本実証で連携する住民向けサービス概要（「スマートライフサービス」） 
本サービスの利用を希望する住民を対象に、歩数・脈拍・ストレス値等の計測が可能なウェ

ラブルデバイス（スマートウォッチ）および移動距離に応じてインセンティブが獲得できる

スマートフォンアプリを提供。利用者は、スマートウォッチとスマートフォンアプリを介し

て①健康状態の可視化、②ライフスタイル・健康状態に即したレコメンド、③歩数データに

応じたクーポンやマイレージ等に変換可能なポイントの取得により、健康を増進しながら、

お得な情報やサービスを受けることができる。また、協賛店舗の利用促進にもつながり、域

内の賑わい創出に寄与する。また、サービス利用者のバイタルデータや行動データを計測・

収集することで、都市生活の実態を明らかにするとともに、都市運営の最適化に繋げること

が可能となる。 
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サービス全体像・利用者向けレコメンド（チャレンジイベント）概要 
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インセンティブ（ポイント）発行の仕様 

 

 
参加店舗及びポイント消費状況（令和 5 年度上期） 
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住民向けサービス説明（スマートライフサービス運営事業者 HP より抜粋） 

https://mitsufuji.co.jp/03pocket/ 
 
 

5. 実験実施結果 
5.1. デジタルツインを活用した取組に係る実験結果及び考察 
 
5.1.1. ウェラブルデバイスとスマートフォンアプリのデータ統合 
ウェアラブルデバイスが収集した歩数、脈拍、ストレス値などのデータと、スマートフォンアプ

リが収集した移動データ（位置情報と移動手段）、ポイント取得・消費データを統合し、バイタル

データ、行動データおよび地理空間データ（位置情報）を連携可能にした。 
 
5.1.2. バイタルデータの可視化 
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本実証においては、ウェアラブルデバイスが計測する「ストレス値」に着目した。「ストレス値」

は、脈拍の解析によって自律神経のバランスを測定するもので、0～100 の値（パーセンタイル）

で示される。今回は、全体の 5%にあたる 70 以上を“高ストレス値”と定義した。 
対象地域（精華・西木津地区）で、高ストレス値のデータが発生しているのはどの地点か、傾向

を分析することによって、都市計画、都市経営上の課題を明らかにする。 
 
サンプル数 188 人 
総レコード数 5,364 件 
ストレス値 
(0～100) 

最大値 95 
最小値 5 
平均値 44.58 

高ストレス値 
(70 以上) 

サンプル数 85 人 
レコード数 269 件 

ストレス値の分析に使用したデータ（2023 年 7 月 1 日～31 日） 
  

男 女 不明 合計 
10 代 17 

  
17 

20 代 9 10 
 

19 
30 代 23 16 

 
39 

40 代 29 24 
 

53 
50 代 23 16 9 48 
60 代以上 29 19 45 93 
合計 130 85 54 269 

高ストレス値の性別・年代別分布 
 
5.1.3. 移動データの可視化 
スマートフォンアプリによって定期的に計測した利用者の位置情報から、一定期間内に利用者が

どのような経路を通って、どのような場所に移動したかがわかる移動データを作成し、デジタル

ツイン上で可視化した。これにより、対象地域のどのエリアにひとが集まり、どの道路の通行量

が多いのかが直感的に理解できるようになった。 
本実証では、2023 年 7 月の利用者 358 人分のデータをサンプルデータとして利用した。 
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デジタルツイン上で移動データを可視化 

 
本実証における移動データは、移動手段（1:滞在、2:徒歩、3:自転車、4:車、5:電車、6:飛行機、7:
不明、8:その他乗り物）によって分解することが可能であり、次項以降は、主に「徒歩」による移

動データを抽出して、分析を行った。 
 

 

徒歩による移動データ（緑色のライン） 
 
5.2. 移動データ×ストレス値データによる街の快適度の検証 
対象地域（精華・西木津地区）で、住民がストレスを感じているのはどの地点か、2023 年 7 月の

高ストレス値 269 件の発生地点の傾向を分析し、要因を推測した。ストレス発生地点は、滞在時

間が長い自宅を除けば、交差点、駅周辺、商業施設の中などに分布しており、移動に伴う危険や

障害の発生などが起因していることが推測された。今回の実証では、データ分析期間を 1 ヶ月に

設定しているため、さらに踏み込んだ分析は難しいものの、定点・定量観測を継続してデータを

蓄積すれば、街の中における危険や障害の発生地点・原因の特定・分析が可能になり、都市計画・

都市経営に有益なデータの提供が可能になるものと思われる。 
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ストレス発生地点の例（近鉄・新祝園駅周辺） 

 
なお、ストレス発生事象の原因の分析を補足するものとして、京都女子大学データサイエンス学

部の協力を得て、ストレス発生要因に関する考察を行った。（次項） 
 
5.3. ストレス発生の要因に関する考察 
本事業で連携する京都女子大学データサイエンス学部の協力を得て、街中で出合う可能性のある

「ストレス発生事象」の考察を行った。学生アンケート（N=245）の結果をもとに、以下の 6 つ

のストレッサー（要因）に分けて、分析を行った。なお、ストレスにはネガティブなものだけで

なくポジティブなものもあるため、その点についても加味している。 
 

ストレッサー分類 概要 
物理（的） 音、光、温度等の物理的なもの。車などの騒音、強い日差し、さらに天候などがある。 

化学（的） 公害物質や薬物等の化学的なもの。身近な例では、タバコの煙や匂い、同様に香水の匂いなどがある。 

心理（的） 感情に直結した心理的なもの。不安、緊張、あせり、いらだちなどがある。 

社会（的） 仕事等に関わる社会的なもの。業務上の評価、ノルマ、昇進、解雇、転職などがある。 

身体（的） 交通事故や暴力等の身体的脅威に関わるもの。自分の体が傷つけられるのではないかと恐れる対象。 

 

 

 
6 つの分類では「心理」が最も大きな比率となっている。これは“ストレス”について聞く設問で

あったため、心理的な事象が多く思い浮かんだ結果と思われる。次が「身体」で、主に危険に遭
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遇した状況をイメージしている。 
ストレッサーの詳細な分析では、渋滞や満員電車など、交通・移動に関するストレスを想起する

割合も高く、都市計画・都市経営の課題を分析するヒントとなる。 
 
5.4. イベント実施による歩行データの変動の検証 
利用者の歩行を促進するチャレンジ（参加するとポイントがもらえるイベント）の効果を図るた

め、チャレンジ前、チャレンジ後の歩数データの変化を見た。 
2023 年 7 月のチャレンジ（「朝活」）の参加者が限定的なため、事業全体に関わる行動変容のデー

タ分析としてはサンプル数が不足しているが、参加者（125 人）に関しては、「朝活」実施前の 1
人 1 時間あたりの平均歩数 649 歩から、「朝活」実施中の 678 歩、実施後の 693 歩と一定の増加

がみられる。 
 
サンプル数 288 人 
総レコード数（1 時間おきに集計） 23,170 件 
総歩行数 13,856,048 歩 
歩行データ 
(1 時間あたり) 

最大値 9,043 歩 
最小値 0 歩 
平均値 598 歩 

歩行データ 
(月間・個人別) 

最大値 238,815 歩 
最小値 0 歩 
平均値 48,111 歩 

歩行データの分析に使用したデータ（2023 年 7 月 1 日～31 日） 
 
「朝活」参加者 
（3 日間合計） 

延べ人数 273 人 
実人数（ユニーク数） 125 人 

1 日あたり参加者数 「朝活」実施前 78.7 人 
「朝活」3 日間 91.0 人 
「朝活」実施後 76.0 人 

1 日あたり総歩行数 「朝活」実施前 321,897 歩 
「朝活」3 日間 376,838 歩 
「朝活」実施後 306,174 歩 

1 人 1 時間あたり 
歩行数 

「朝活」実施前 649.1 歩 
「朝活」3 日間 678.3 歩 
「朝活」実施後 693.2 歩 

「朝活」参加者の歩行データ（2023 年 7 月 12・22・27 日） 
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「朝活」参加者の総移動データを可視化 

 
5.5. 移動データ×避難シミュレーションによる避難行動の最適化の検証 
本実証の対象である「健康・にぎわい促進施策」と令和 4 年度までけいはんな学研都市で実施し

てきた防災・減災の取り組み、即ち「災害発生時の避難行動の最適化」（パーソナライズド避難誘

導など）を連携させて、デジタルツインの活用によるデータ駆動型の都市経営の実現可能性を検

証する試みとして、避難誘導アプリ（ナビゲーションシステム）が示す最短の避難経路と、住民

の移動データから解析した頻繁に利用する経路の相関を分析した。 
分析の結果、最短避難経路が、住民が頻繁に利用する道路と一致しないケースが多くみられた。

下図の例では、避難所に指定されている小学校までの最短避難経路（赤=777m）に対して、住民

が頻繁に通る道路（水色=840m）経由では、8％長い距離を歩くことになる。避難誘導に関するガ

イドラインの策定、見直しの参考データとなるとともに、今後、徒歩による避難と車両を活用し

た避難のシミュレーションを分けて実施し、避難計画の高度化を図る必要性が考察された。 
 

 
住民が頻繁に通る道路（水色）と最短避難経路（赤）の比較（精華台小学校付近） 

 
6. 他エリアへの横展開に向けて一般化した成果 
6.1. デジタルツイン×ウェラブルデバイス・スマートフォンアプリによるバイタル・行動データ
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の分析手法の確立 
多くのスマートシティ事業で、「人流データ」の活用の取り組みが行われているが、実態としては

特定のエリアや施設への人口の流入・流出数、滞在人口数の計測・傾向分析に留まる。ユースケ

ースとしても、観光（インバウンド促進など）、にぎわい創出（商店街の活性化など）などに限ら

れている。 
今回の実証を通じて、住民の移動データに、バイタルデータや行動データ（移動手段、ポイント

取得・消費など）を連携させる手法を開発することができた。これにより、人流データのユース

ケースの多様化に寄与することができた。 
 
6.2. 健康・にぎわい促進事業による取り組み効果（住民の健康行動への寄与度）の可視化 
横浜市の「よこはまウォーキングポイント」、宇都宮市の「うつのみや健康ポイント」など、多く

の自治体でウォーキングを通じた健康づくりや BMI の改善などの生活習慣病対策に、健康ポイン

ト制度が活用されている。既に蓄積されたデータを健康増進や未病対策に活用する試みも行われ

ているが、さらに都市計画、都市経営という観点でデータを活かす手法の公開を検討する。 
 

 
データ連携基盤を介して移動データ、バイタルデータ等のパーソナルデータを都市計画に活用 

 
 

 


